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浜の活力再生プラン 

令和５年度～令和９年度 

（第２期） 

１ 地域水産業再生委員会 

組織名 島根県地域水産業再生委員会  

代表者名 会長  岸 宏 （漁業協同組合ＪＦしまね 代表理事会長） 

再生委員会の構成員 

漁業協同組合ＪＦしまね、島根県農林水産部、益田市、浜田市、

江津市、大田市、出雲市、松江市、隠岐の島町、西ノ島町、知夫

村 

オブザーバー 無し 

対象となる地域の範囲 

及び漁業の種類 

松江地区（松江市全域：ＪＦしまね美保関支所、島根町支所、恵

曇支所管内） 合計 321 名 

・JF しまね美保関支所管内 合計 155 名

定置網漁業 4 経営体、小型機船底びき網（えび曳）漁業 4 名、一

本釣漁業 25 名、刺網漁業 7 名、採介藻漁業 69 名、すくい網漁

業 12 名、いか釣漁業 8 名、船びき網漁業 1 経営体、かご漁業 4

名、大中型まき網漁業 1 経営体、ワカメ養殖業 20 名

・JF しまね島根町支所管内 合計 79 名

定置網漁業 3 経営体、底びき網 1 経営体、いか釣漁業 8 名経営

体、一本釣漁業 13 名、刺網漁業 3 名、採介藻漁業 48 名、かご

漁業 3 名

・JF しまね恵曇支所管内 合計 87 名

定置網漁業 2 経営体、いか釣漁業 11 名（経営体）、一本釣漁業

30 名、刺網漁業 3 名、採貝藻漁業 32 名、かご漁業 2 名、ワカメ

養殖業 7 名

令和４年３月時点（漁業協同組合ＪＦしまね調べ）

２ 地域の現状 

（１） 関連する水産業を取り巻く現状等

当地区は、島根県の東部に位置し、東西に長い海岸線を有するとともに周辺海域には天

然の魚礁が点在し、漁業条件に恵まれた地域である。沿岸漁業では、様々な漁業が営ま

れ、中でも定置網漁業は当地区の重要な漁業の一つであり、鮮度を保持するために殺菌冷

海水を使用し、迅速に出荷された高鮮度の魚は、市場での評価も高い。 

一本釣り漁業では、活締め等の高鮮度処理を行い、魚価向上を図っている。また、養殖

業では地区の特産品である板ワカメの原料を供給するワカメ養殖や、近年では定置網漁業

との複合的漁業によるイワガキ養殖も進められ、特産品化に向けて取り組んでいる。 

しかしながら、大部分の漁業種類においては資源の減少の他、就業者の高齢化や担い

手不足、不安定な魚価、燃油の高騰、漁業設備の老朽化や高度化に伴う設備投資費の増

加など、複合的な要因により漁業経営は逼迫し、漁業経営体数及び漁業就業者数は年々

減少傾向が続いている。 

（２） その他の関連する現状等

漁業の継続と水産物の安定供給を確保するには、資源保護や種苗放流による水産資源

の回復推進や漁場の造成、漁場環境の保全などが必要不可欠である。 
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また、漁業経営の安定や所得向上を図るには、高品質や地域性を売りとしたブランド化の

推進や新たな水産加工品の開発等による地元水産物の高付加価値化や新たな需要の創

出、販路の拡大などが求められる。それらを推進していく上でも、昨今の消費者が高い関心

を示す「高品質で安全・安心かつ産地の顔や物語が見えるものづくり」は必要不可欠であ

り、そのための設備整備（鮮度保持や衛生管理に対応した集出荷施設の整備等）の推進も

求められている。 

さらに、漁業就業者の高齢化と減少に歯止めが掛からない本地区の漁業においては、担

い手の確保と育成が急務であることから、新規漁業就業者確保の促進と自立した漁業経営

を確立するための技術習得等への支援が求められている。 

３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等
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（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針

 水産物消費の減少や魚価の低迷、燃油や物価高騰に伴う操業コストの上昇等、厳しい現

状の中、漁場環境の整備・改善、水産資源の増大、環境保全、安全・安心な高品質水産物

の供給及び漁業の担い手確保・育成を図り、漁村の活力を維持するとともに、漁業経営の

基盤強化を図る。 

●漁業収入を向上させるための取組

①高品質水産物の供給、量販店との連携などの推進により魚価の向上を図る。

②養殖業（ワカメ・イワガキ）及び採介漁業（サザエ）の生産量・生産額の維持・増大を図

る。

③漁場環境の整備、保全及び種苗放流による資源量の増大を図る。

④漁業の担い手の確保・育成を図る。

●漁業コストを削減させるための取組

①燃油高騰に対する取組の強化を図る。

②省燃油活動の推進を図る。

③省エネ機器等の導入推進を図る。

④生産基盤の整備・保全、環境改善を図る。

（３）資源管理に係る取組その効果に関する担保措置

・島根県漁業調整規則に基づく漁具漁法に係る公的制限：小型定置網漁業（網目２cm）、

小型機船底びき網漁業（網目３cm）、なまこ桁びき網（ビーム８ｍ）、えびびき網漁業（ビーム

10m）等

・自主的休漁措置：土曜日休漁（釣り漁業・小型機船底びき網漁業・えびびき網漁業・いわ

しすくい網漁業、刺し網漁業等）、連続 30 日間休漁（定置漁業）

・自主的全長制限：マダイ 15cm、ヒラメ 30cm 以下の再放流

（４）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載）

１年目（令和５年度） 所得向上（基準年比）8.0％

漁業収入向上

のための取組 

① 魚価の向上

イ 漁業者は、漁協と協力して、活締めのさらなる技術向上を図るととも

に、引き続き殺菌冷海水等を用いることで、高鮮度保持の徹底を図る。一

部に活締めの精度や鮮度にばらつきが生じることで、全体の評価が下が
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ってしまうため、常に一定の水準以上が保てるよう規格を統一し、高付加

価値化を図る。また、日ごろから先進地や最新技術等に関する情報収集

や視察等を実施することで、高付加価値化の取組の拡充を模索する。 

ロ 漁協は、漁業者と連携し、イオン等との水産物直接取引を継続するこ

とで商品の定番化と価格の維持（或いはスポット的な向上）を図るととも

に、消費地店舗のニーズ調査や取引先バイヤー、店舗主任等の来県によ

って店舗での供給スタイル開発のための現地研修等を実施する。

②養殖業（ワカメ・イワガキ）および採介漁業者のサザエ生産量・生産額の

維持・増大

イ ワカメ養殖業については、生産量の安定化を図りながら販路開拓等を

継続し、出荷量の増大に繋げるための取組を推進する。また、単価の維

持を図るため、漁協と漁業者が連携し、市場への短期の出荷量増大によ

る値崩れを引き起こさないよう出荷調整に取り組むとともに、産地での一

次加工による付加価値向上についても検討する。加えて、意欲ある生産

者の生産規模拡大（新規着業を含む）に係る新規区画漁業権の設定に

ついても積極的な推進を図る。

ロ イワガキ養殖業については、生産量の安定化を図りながら安全で安心

な生食用イワガキを出荷するために徹底した衛生管理体制を確立し、漁

業者へ指導等を行う。また、出荷時期が限られるイワガキを高品質の状

態のまま冷凍することで通年販売を可能とする新たな出荷方法について

検討及び試作を行う。加えて、意欲ある生産者の生産規模拡大（新規着

業を含む）に係る新規区画漁業権の設定についても積極的な推進を図

る。

ハ 採介漁業によって漁獲されるサザエについては、新たな加工品の開発

等による付加価値向上対策を模索するとともに、引き続き販路の拡大を推

進する。また、単価の維持を図るため、漁協と漁業者が連携し、市場への

短期の出荷量増大による値崩れを引き起こさないよう出荷調整に取り組

むとともに、徹底した鮮度保持や規格選別を行うことで、平均単価の向上

を図る。

③漁場環境の保全と資源の増大

漁業者と漁協等が協力し、磯焼けの原因である植食性生物の駆除等

を実施することで漁場環境の保全に努める。また、種苗放流や資源管理

等に積極的に取り組み、資源の維持・増大を図る。 

④新規漁業就業者の確保

漁協は、漁業就業希望者向けの研修事業（沿岸自営漁業の技術習得

や漁村への溶け込み等を図るための研修）を行い、新規漁業就業者確保

に努める。 

漁業コスト削

減のための取

組 

①燃油高騰に対する備え

漁協は、漁業セーフティネット構築事業への加入を推進し、燃油高騰に

備える。 

②省燃油活動の推進

全漁業者は、減速航行を徹底し、また係留中の機関停止および不要な

積載物の削減により船体の軽量化、定期的な船底清掃による航行時の
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抵抗削減など省燃油に繋がる活動を実践することで、燃油消費を抑制す

る。 

③省エネ機器等の導入の検討

漁業者は省エネ機関・機器等の導入により、漁業経費の低減化を図

る。 

④生産基盤の整備・保全、環境改善

漁協は漁業者・県・市と連携し、生産基盤の整備・保全及び軽労化施

設整備などの環境改善を図る。 

活用する支援

措置等 

水産業強化支援事業、水産多面的機能発揮対策事業、漁業経営セーフティ

ネット構築事業、経営体育成総合支援事業、水産業成長産業化沿岸地域

創出事業

２年目（令和６年度） 所得向上（基準年比）9.2％ 

漁業収入向上

のための取組 

① 魚価の向上

イ 漁業者は、漁協と協力して、活締めのさらなる技術向上を図るととも

に、引き続き殺菌冷海水等を用いることで、高鮮度保持の徹底を図る。一

部に活締めの精度や鮮度にばらつきが生じることで、全体の評価が下が

ってしまうため、常に一定の水準以上が保てるよう規格を統一し、高付加

価値化を図る。また、先進地や最新技術等に関して収集した情報を基に

当該地区で実現可能な高付加価値化の取組について具体的に検討を行

う。

ロ 漁協は、漁業者と連携し、イオン等との水産物直接取引を継続するこ

とで商品の定番化と価格の維持（或いはスポット的な向上）を図るととも

に、消費地店舗のニーズ調査や取引先バイヤー、店舗主任等の来県によ

って店舗での供給スタイル開発のための現地研修等を実施する。

②養殖業（ワカメ・イワガキ）および採介漁業者のサザエ生産量・生産額の

維持・増大 

イ ワカメ養殖業については、生産量の安定化を図りながら販路開拓等を

継続し、出荷量の増大に繋げるための取組を推進する。また、単価の維

持を図るため、漁協と漁業者が連携し、市場への短期の出荷量増大によ

る値崩れを引き起こさないよう出荷調整に取り組むとともに、産地での一

次加工による付加価値向上を具体化し、実行に移す。加えて、意欲ある

生産者の生産規模拡大（新規着業を含む）に係る新規区画漁業権の設

定についても積極的な推進を図る。

ロ イワガキ養殖業については、生産量の安定化を図りながら安全で安心

な生食用イワガキを出荷するために、徹底した衛生管理体制の実践、指

導等を行う。また、出荷時期が限られるイワガキを高品質の状態のまま冷

凍することで通年販売を可能とする新たな出荷方法について試験出荷等

を実施する。加えて、意欲ある生産者の生産規模拡大（新規着業を含む）

に係る新規区画漁業権の設定についても積極的な推進を図る。

ハ 採介漁業によって漁獲されるサザエについては、新たな加工品の開発

等による付加価値向上対策を実行に移すとともに、引き続き販路の拡大

を推進する。また、単価の維持を図るため、漁協と漁業者が連携し、市場

への短期の出荷量増大による値崩れを引き起こさないよう出荷調整に取



6 

り組むとともに、徹底した鮮度保持や規格選別を行うことで、平均単価の

向上を図る。 

③漁場環境の保全と資源の増大

漁業者と漁協等が協力し、磯焼けの原因である植食性生物の駆除等

を実施することで漁場環境の保全に努める。また、種苗放流や資源管理

等に積極的に取り組み、資源の維持・増大を図る。 

④新規漁業就業者の確保

漁協は、漁業就業希望者向けの研修事業（沿岸自営漁業の技術習得

や漁村への溶け込み等を図るための研修）を行い、新規漁業就業者確保

に努める。 

漁業コスト削

減のための取

組 

①燃油高騰に対する備え

漁協は、漁業セーフティネット構築事業への加入を推進し、燃油高騰に

備える。 

②省燃油活動の推進

全漁業者は、減速航行を徹底し、また係留中の機関停止および不要な

積載物の削減により船体の軽量化、定期的な船底清掃による航行時の

抵抗削減など省燃油につながる活動を実践することで、燃油消費を抑制

する。 

③省エネ機器等の導入の検討

漁業者は省エネ機関・機器等の導入により、漁業経費の低減化を図

る。 

④生産基盤の整備・保全、環境改善

漁協は漁業者・県・市と連携し、生産基盤の整備・保全及び軽労化施

設整備などの環境改善を図る。 

活用する支援

措置等 

水産業強化支援事業、水産多面的機能発揮対策事業、漁業経営セーフ

ティネット構築事業、経営体育成総合支援事業、水産業成長産業化沿岸

地域創出事業

３年目（令和７年度） 所得向上（基準年比）10.5％ 

漁業収入向上

のための取組 

① 魚価の向上

イ 漁業者は、漁協と協力して、活締め技術の定着及び安定化を図るとと

もに、引き続き殺菌冷海水等を用いた高鮮度保持出荷の徹底を図る。常

に一定の水準以上の規格を安定的に出し続けることで、高付加価値化を

促進する。また、先進地や最新技術等に関して収集した情報を基に当該

地区で実現可能な高付加価値化の取組について試験的な実施を開始す

る。

ロ 漁協は、漁業者と連携し、イオン等との水産物直接取引を継続するこ

とで商品の定番化と価格の維持（或いはスポット的な向上）を図るととも

に、消費地店舗のニーズ調査や取引先バイヤー、店舗主任等の来県によ

って店舗での供給スタイル開発のための現地研修等を実施する。

②養殖業（ワカメ・イワガキ）および採介漁業者のサザエ生産量・生産額の

維持・増大
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イ ワカメ養殖業については、生産量の安定化を図りながら販路開拓等を

継続し、出荷量の増大に繋げるための取組を推進する。また、単価の維

持を図るため、漁協と漁業者が連携し、市場への短期の出荷量増大によ

る値崩れを引き起こさないよう出荷調整に取り組むとともに、産地での一

次加工を実践し、付加価値向上を図る。加えて、意欲ある生産者の生産

規模拡大（新規着業を含む）に係る新規区画漁業権の設定についても積

極的な推進を図る。

ロ イワガキ養殖業については、生産量の安定化を図りながら安全で安心

な生食用イワガキを安定的に出荷するために、徹底した衛生管理体制に

基づいた出荷を実施する。また、出荷時期が限られたイワガキを高品質

の状態のまま冷凍することで通年販売を可能とする新たな出荷方法につ

いて引き続き試験出荷等を実施する。加えて、意欲ある生産者の生産規

模拡大（新規着業を含む）に係る新規区画漁業権の設定についても積極

的な推進を図る。

ハ 採介漁業によって漁獲されるサザエについては、新たな加工品等の試

験販売を継続し、付加価値向上を図るとともに、引き続き販路の拡大を推

進する。また、単価の維持を図るため、漁協と漁業者が連携し、市場への

短期の出荷量増大による値崩れを引き起こさないよう出荷調整に取り組

むとともに、徹底した鮮度保持や規格選別を行うことで、平均単価の向上

を図る。

③漁場環境の保全と資源の増大

漁業者と漁協等が協力し、磯焼けの原因である植食性生物の駆除等

を実施することで漁場環境の保全に努める。また、種苗放流や資源管理

等に積極的に取り組み、資源の維持・増大を図る。 

④新規漁業就業者の確保

漁協は、漁業就業希望者向けの研修事業（沿岸自営漁業の技術習得

や漁村への溶け込み等を図るための研修）を行い、新規漁業就業者確保

に努める。 

漁業コスト削

減のための取

組 

①燃油高騰に対する備え

漁協は、漁業セーフティネット構築事業への加入を推進し、燃油高騰に

備える。 

②省燃油活動の推進

全漁業者は、減速航行を徹底し、また係留中の機関停止および不要な

積載物の削減により船体の軽量化、定期的な船底清掃による航行時の

抵抗削減など省燃油につながる活動を実践することで、燃油消費を抑制

する。 

③省エネ機器等の導入の検討

漁業者は省エネ機関・機器等の導入により、漁業経費の低減化を図

る。 

④生産基盤の整備・保全、環境改善

漁協は漁業者・県・市と連携し、生産基盤の整備・保全及び軽労化施

設整備などの環境改善を図る。 
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活用する支援

措置等 

水産業強化支援事業、水産多面的機能発揮対策事業、漁業経営セーフティ

ネット構築事業、経営体育成総合支援事業、水産業成長産業化沿岸地域

創出事業

４年目（令和８年度） 所得向上（基準年比）11.7％ 

漁業収入向上

のための取組 

①魚価の向上

イ 漁業者は、漁協と協力して、活締め技術の定着及び安定化を図るとと

もに、引き続き殺菌冷海水等を用いた高鮮度保持出荷の徹底を図る。常

に一定の水準以上の規格を安定的に出し続けることで、高付加価値化を

促進する。また、先進地や最新技術等に関して収集した情報を基に新た

な高付加価値化対策を実践する。

ロ 漁協は、漁業者と連携し、イオン等との水産物直接取引を継続するこ

とで商品の定番化と価格の維持（或いはスポット的な向上）を図るととも

に、消費地店舗のニーズ調査や取引先バイヤー、店舗主任等の来県によ

って店舗での供給スタイル開発のための現地研修等を実施する。

②養殖業（ワカメ・イワガキ）および採介漁業者のサザエ生産量・生産額の

維持・増大

イ ワカメ養殖業については、生産量の安定化を図りながら販路開拓等を

継続し、出荷量の増大に繋げるための取組を推進する。また、単価の維

持を図るため、漁協と漁業者が連携し、市場への短期の出荷量増大によ

る値崩れを引き起こさないよう出荷調整に取り組むとともに、産地での一

次加工を継続的に実施し、付加価値向上を図る。加えて、意欲ある生産

者の生産規模拡大（新規着業を含む）に係る新規区画漁業権の設定に

ついても積極的な推進を図る。

ロ イワガキ養殖業については、生産量の安定化を図りながら安全で安心

な生食用イワガキを安定的に出荷するために、徹底した衛生管理体制に

基づいた出荷を実施する。また、出荷時期が限られたイワガキを高品質

の状態のまま冷凍することで通年販売を可能とする新たな出荷方法につ

いて本格的な出荷を開始する。加えて、意欲ある生産者の生産規模拡大

（新規着業を含む）に係る新規区画漁業権の設定についても積極的な推

進を図る。

ハ 採介漁業によって漁獲されるサザエについては、新たな加工品等の販

売を拡大し、付加価値向上を図るとともに、引き続き販路の拡大を推進す

る。また、単価の維持を図るため、漁協と漁業者が連携し、市場への短期

の出荷量増大による値崩れを引き起こさないよう出荷調整に取り組むとと

もに、徹底した鮮度保持や規格選別を行うことで、平均単価の向上を図

る。

③漁場環境の保全と資源の増大

漁業者と漁協等が協力し、磯焼けの原因である植食性生物の駆除等

を実施することで漁場環境の保全に努める。また、種苗放流や資源管理

等に積極的に取り組み、資源の維持・増大を図る。 

④新規漁業就業者の確保

漁協は、漁業就業希望者向けの研修事業（沿岸自営漁業の技術習得

や漁村への溶け込み等を図るための研修）を行い、新規漁業就業者確保

に努める。 
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漁業コスト削

減のための取

組 

①燃油高騰に対する備え

漁協は、漁業セーフティネット構築事業への加入を推進し、燃油高騰に

備える。 

②省燃油活動の推進

全漁業者は、減速航行を徹底し、また係留中の機関停止および不要な

積載物の削減により船体の軽量化、定期的な船底清掃による航行時の

抵抗削減など省燃油につながる活動を実践することで、燃油消費を抑制

する。 

③省エネ機器等の導入の検討

漁業者は省エネ機関・機器等の導入により、漁業経費の低減化を図

る。 

④生産基盤の整備・保全、環境改善

漁協は漁業者・県・市と連携し、生産基盤の整備・保全及び軽労化施

設整備などの環境改善を図る。 

活用する支援 

措置等 

水産業強化支援事業、水産多面的機能発揮対策事業、漁業経営セーフティ

ネット構築事業、経営体育成総合支援事業、水産業成長産業化沿岸地域

創出事業

５年目（令和９年度） 所得向上（基準年比）12.9％ 

（最終年度であり、今までの成果を検証するとともに、取組内容を見直しつつ、引き続き以下

の取組を確実に実施する。）  

漁業収入向上

のための取組 

①魚価の向上

イ 漁業者は、漁協と協力して、安定した活締め技術や殺菌冷海水等を

用いた高鮮度保持、その他高鮮化の取組を継続することで信頼ある商品

としての地位を確立し、魚価全体の底上げに繋げる。 

ロ 漁協は、漁業者と連携し、イオン等との水産物直接取引を継続するこ

とで商品の定番化と価格の維持（或いはスポット的な向上）を図るととも

に、引き続き消費地店舗のニーズ調査や取引先バイヤー、店舗主任等の

来県によって店舗での供給スタイル開発等を推し進める。

②養殖業（ワカメ・イワガキ）および採介漁業者のサザエ生産量・生産額の

維持・増大 

イ ワカメ養殖業については、生産量の安定化を図りながら販路開拓等を

継続し、出荷量の増大に繋げるための取組を推進する。また、単価の維

持を図るため、漁協と漁業者が連携し、市場への短期の出荷量増大によ

る値崩れを引き起こさないよう出荷調整に取り組むとともに、産地での一

次加工をさらい推し進め、漁業者の収益向上に繋げるとともに、地域の産

業として定着させる。加えて、意欲ある生産者の生産規模拡大（新規着業

を含む）に係る新規区画漁業権の設定についても積極的な推進を図る。

ロ イワガキ養殖業については、生産量の安定化を図りながら安全で安心

な生食用イワガキをブランド化に繋げ、県内外で積極的な PR を行うことで

消費拡大と単価の向上を図る。併せて、通年販売可能な冷凍商材や加

工品についても生産量と販路の拡大を推し進める。加えて、意欲ある生産
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者の生産規模拡大（新規着業を含む）に係る新規区画漁業権の設定に

ついても積極的な推進を図る。 

ハ 採介漁業によって漁獲されるサザエについては、新たな加工品等の生

産量と販路の拡大を推し進め、収益向上を図るとともに、引き続き市場へ

の短期の出荷量増大による値崩れを引き起こさないよう出荷調整に取り

組と規格管理を徹底し、単価の向上を定着させる。

③漁場環境の保全と資源の増大

漁業者と漁協等が協力し、磯焼けの原因である植食性生物の駆除等

を実施することで漁場環境の保全に努める。また、種苗放流や資源管理

等に積極的に取り組み、資源の維持・増大を図る。 

④新規漁業就業者の確保

漁協は、漁業就業希望者向けの研修事業（沿岸自営漁業の技術習得

や漁村への溶け込み等を図るための研修）を行い、新規漁業就業者確保

に努める。 

漁業コスト削

減のための取

組 

①燃油高騰に対する備え

漁協は、漁業セーフティネット構築事業への加入を推進し、燃油高騰に

備える。 

②省燃油活動の推進

全漁業者は、減速航行を徹底し、また係留中の機関停止および不要な

積載物の削減により船体の軽量化、定期的な船底清掃による航行時の

抵抗削減など省燃油につながる活動を実践することで、燃油消費を抑制

する。 

③省エネ機器等の導入の検討

漁業者は省エネ機関・機器等の導入により、漁業経費の低減化を図

る。 

④生産基盤の整備・保全、環境改善

漁協は漁業者・県・市と連携し、生産基盤の整備・保全及び軽労化施

設整備などの環境改善を図る。 

活用する支援 

措置等 

水産業強化支援事業、水産多面的機能発揮対策事業、漁業経営セーフティ

ネット構築事業、経営体育成総合支援事業、水産業成長産業化沿岸地域

創出事業

（５）関係機関との連携

本プランで示した事項を効果的に推進するため、行政機関（島根県・松江市）および系列

団体（島根県漁業共済組合等）との連携を強固にするとともに、漁業現場重視の視点で漁

村、漁業者ならびに仲買、卸売業者などの市場関係者、小売店などの流通業者、水産加工

業者等との新たな連携により、施策の推進を図る。 

４ 目標 

（１）所得目標

漁業所得の向上 10％以上 基準年 
令和２年～令和３年平均 

漁業所得  円 
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目標年 
令和９年 

漁業所得    円 

（２）上記の算出方法及びその妥当性

（３）所得目標以外の成果目標

基準年における年間漁獲金

額上位５魚種（ケンサキイカ、

サワラ類、ブリ、マアジ、サザ

エ）の平均単価向上

基準年 

令和２年～令和３年平均 

ケンサキイカ 1,270 円／kg

サワラ類 528 円／kg

ブリ 277 円／kg

マアジ 260 円／kg

サザエ 470 円／kg

目標年 

令和９年 

ケンサキイカ 1,333 円／kg

サワラ類 555 円／kg

ブリ 291 円／kg

マアジ 273 円／kg

サザエ 494 円／kg

（４）上記の算出方法及びその妥当性

漁業収入向上の主たる取組である「漁獲物の高鮮度化による魚価向上」の成果指標とし

て、地区全体の年間漁獲金額上位５魚種の平均単価を設定した。 

基準年の平均単価を令和２年から令和３年の２年平均で算出し、冷海水の使用、活締め

処理、選別の徹底等の取組によって毎年１％（５年間で５％）向上させることを目標とした。

いずれの単価も直近５か年で経験している金額であり、達成可能な水準と考えている。 

５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性  

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性  

水産業強化支援事業 ・ワカメ等の生産量拡大に向けた養殖施設の規模拡

大および新たな販路拡大に向けた取り組み
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水産業成長産業化沿岸地域創出事

業 

未定 

漁業経営セーフティネット構築事業  

水産多面的機能発揮対策事業  

経営体育成総合支援事業 

・鮮度保持の強化を図るため、経年劣化した殺菌冷

海水装置を、より効率が良く能力の高い装置への

更新

・生産量増加が期待されるイワガキの衛生管理の徹

底を図るため、共同利用施設の設置

・水産物直接取引産地一次処理施設の建設

・機器等の導入や漁船・漁具リース事業により、漁

業経費の低減化を図る

・漁港施設の整備（機能保全）、環境改善による漁

業経費の削減化を図る。

・燃油価格の高騰による漁業経費の増加に備え、安

定した漁業経営を図る

・藻場の保全事業や漂流漂着物処理等により、漁場

環境の保全や資源の増大を図る

・将来にわたって漁業が持続的に発展していくため、

意欲ある新規漁業就業者の確保を図る




